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1.はじめに
近年，スポーツ統括組織1)を取り巻く社会環境は大きく変化してきている。
そのいくつかを示せは，まず平成25年 1月に始まった公益法人制度改革が
ある。これは発足後100年以上経った公益法人制度を活性化させるために行
われた政策であり，主務官庁が設立を許可する従来の制度を改め，登記のみ
で設立できる制度と，民間有識者委員会の意見に基づいて行政庁が設立を認
定する制度に大別された。前者の登記制は一般社団・財団法人を対象として
おり，このうち事業が公益目的であることが認められると後者の認定制によっ
て公益社団・財団法人に認定される。公益社団・財団法人は税制上の優遇措
置を与えられるとともあり，多くのスポーツ統括組織が公益社団・財団法人
絡を取得した。これによってこれらの組織は高い公益性を保持していること
になる。
二つ目は， 2013年9月に決定した 2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クの開催である。これによって公益財団法人日本オリンピック委員会(以下，
rJOCJと略す)をはじめとする日本国内の各競技団体(以下， iNFJと略
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す)は，今後，オリンピック大会における競技の実施に向けて国際オリンピッ
ク委員会(以下， iIOCJと略す)や国際競技団休と様々な事項に渡って協
議し調整をしていくことになるが，そこでは高度で洗練されたマネジメント
が求められるであろう。さらに今後，競技力強化や組織のガパナンス強化の
ためにJOCやNFに対して国から与えられる補助金が増額されることが予
想されるが，その前提として透明性の高い適切な会計処理能力も求められる。
ところが，そうしたスポーツ統括組織自体に加え，登録する指導者や競技
者の不祥事が相次いでいる。指導者単独による，あるいは複数の競技者によ
る性暴力事件は枚挙にいとまがなく(高峰， 2013)，指導を迫る暴力は数名
の死者をうむ結果となり，国からの補助金の使い方には問題があるとの評価
が下された(公益財団法人日本オリンピック委員会第三者特別調査委員会，
2014)。つまり，一方で社会において法人に求められる公益性やガパナンス
能力が高まり，オリンピック開催を迎えスポーツ統括団体に対するあらゆる
期待が高まっているのに対して，肝心のスポーツ統括団体はそうした期待に
こたえる状態ではないと判断せざるを得なL、。
話題をひとまずセクシュアル・ハラスメントに限定すれば， IOCは2007
年に統一声明「スポーツにおけるセクシュアル・ハラスメントと性的虐待」
(国際オリンピック委員会， 2007)を発表した。そこでは，スポーツ組織は
「安全を守るための門番であり，このようなハラスメント行為を特定し，根
絶するために強力なリーダーシップを発揮しなければならなL、」と明記され
ている。その背景には，スポーツ指導においてこそ指導者と競技者，男性と
女性，年配者と若輩者などの聞の権力関係が表出するとと，またセクシュア
ル・ハラスメント行為がホリンピズムやスポーツの理念と相容れないことへ
の認識がある。他方，スポーツ実践の場を適切な環境に保つことを保障する
役割はスポーツ統括組織にあるとの判断があり，そのためにスポーツ統括組
織に問題解決のためのリーダーシップを要求しているのだと考えられる。そ
してこうした解釈は，オリンピズムの理念に基づけば，セクシュアル・ハラ
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スメントに限定されず暴力会合んだ指導をめぐる不適切な行為にも適用され
得るだろう。
セクシュアル・ハラスメントをはじめとするスポーツ環境における倫理的
問題を予防するためには，各競技や地域を統轄するスポーツ組織の積極的な
取り組みが欠かせなL、。スポーツ組織が統轄する範囲内でひとたび何らかの
事件が生じれば，その影響は被害者と加害者だけにとどまらず，スポーツ統
轄組織の運営自体にも及ぶことになる(高峰， 2007)。
また既に述べたように，スポーツ統括組織の多くは何らかの法人格を有し
ており，このことはつまり，これらの組織が高い公共性と公益性をもつこと
を意味する。さらに 2020年東京オリンピック・パラリンピック開催という
国家的事業に深く関わる組織として，社会的な注目や期待がこれまで以上に
高まることも予想される。こうした立場にある日本のスポーツ統括組織は，
現状として以上述べてきたような問題に対してどのような取り組みをしてい
るのだろうか。このような現状ぞ把握することは，スポーツ庁の設立なども
含めてスポーツ統括組織の制度改革について議論するにあたって必要不可欠
であろう。
以上のような現状認識と問題意識に基づき，本稿では圏内のスポーツ統括
組織における倫理的な問題に対する取り組みの現状を明らかにし，今後の課
題安検討する。
2.研究方法
圏内のスポーツ統括組織を対象として， 2度にわたる質問紙調査を行った。
調査時期は2007年10月から 1月と 2013年1月から3月であり，いずれの
調査でも質問紙の配布と回収は郵送によって行われた。調査内容は， I倫理に
関する規程・ガイドラインの有無と内容JI規程やガイドラインを策定しない
理由JI倫理委員会の設置JI倫理に関する意識啓発活動の実施と内容JI不祥
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事処理規程の有無J等である。これらの項目は，碁本的に 2004年に策定さ
れた財団法人日本体育協会(以下， i日体協」と略す)の「財団法人日本体育
協会及び加盟国体における倫理に関するガイドライン」の内容に準じている。
以上の調査における対象組織と質問紙の配布・回収数(率〉を表 1に示し
た。 2007年調査は上述の IOC声明 (2007)を受けて圏内の状況を把握しよ
うとしたもので，調査対象は日体協に加盟する組織とした。具体的には NF
55団体，都道府県体育協会47団体，法人格を有する群市町村の体育協会
169団体の計271団体である。このうち 148団体から回答を得た(回収率
54.6%)0 2013年調査ではオリンピック・パラリンピック招致と運動部活動
での暴力問題という動向を受け， 2007年調査の対象に，公益財団法人日本
パラリンピック委員会の加盟競技団体，都道府県レベル以上の高等学校体育
連盟，中学校体育連盟，高等学校野球連盟を加えた。調査対象組織の合計は
569団体となり， 191団体から回答を得た(回収率33.6%)幻
表 l 組織種別ごとにみた調査票の配布・回収数(率)
2007年調査 20日年調査
組織穂別 配布数 回収数 回収率 配布数 回収数 回収率
③ 日本体育協会・都道府県体
47 30 63.8% 48 2 45.8% 育協会
② 日本オリンピック委員会・ 5 29 52.7% 63 20 31.7% 中央競技団体
③ 日本パラリンピック委員会 48 12 25.0% 加盟競技団体
④ 法人格を持つ市区町村体育 169 89 52.7% 265 103 38.9% 協会
⑤ 全国・都道府県品等学校体
22.4% 49 1 育連盟と専門部
⑥ 日本・都道府県中学校体育 48 13 27.1% 連盟
⑦ 日本・都道府県高等学校野
48 10 20.8% I 球連盟
合 計 271 148 54.6% 569 191 33.6% I 
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本稿では次の 2点について分析する。第一に， 2013年調査に回答した組
織を分析対象とし，各組織における倫理に関する取り組みの現状を横断的に
把握する(分析1)。第二に， 2007年と 20日年の両調査に回答した組織のみ
を分析対象とし， 、6年を経た 2固に渡る調査聞の縦断的変化について検討す
る(分析 2)。
3.結果
(1 ) 分析 1: 2013年調査結果
ここでは 2013年調査に回答した 191団体を分析対象とし，調査時点にお
ける倫理に関する各組織の取り組みの現状を横断的に把握する。
a) 規程やガイドラインの策定について
スポーツにおける倫理的問題や金銭的問題に対して何らかの規程やガイド
ラインが 「ある」団体の割合は 19.4%， I計画中」が 17.8%，I上位団体のそ
れに準ずる」が 3.1%であり，半数以上 (58.1%)の団体がそれらを定めて
いないと回答した(図 1-1)。策定している割合は，日体協 ・都道府県体協
上位団体に準ずる.3.1% 
無回答， 1.6% 
計画中. 17.8% 
図1-1規程やガイドラインの有無
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① 日体協 ・都道府県体育協会
② JOC・中央競技団体
③ JPC加盟国体
④ 市区町村体育協会
⑤ 全国 ・都道府県高等学校体育連盟
⑥ 日本 ・都道府県中学校体育連盟
⑦ 日本 ・都道府県高等学校野球連盟
o w ~ ~ M 
・ある ・ない・計画中 ・上位団体に準ずる 無回答
図1-2 団体種別でみた規程やガイドラインの有無
1.0 
(%) 
とJOC.NFでは 50%を超えたが，その他の団体では l割前後であった。
また都道府県高野連では 6割の団体が 「臼本学生野球憲章」を各団体の規程
として位置づけていた(図ト2)。
こうした規程やガイドラインを策定した年度については，平成 24年度が
最も多く 40.5% (15団体)，次いで平成 16年度の 10.8%であった。
策定した規程やガイドラインで言及している内容としては，セクシュアル ・
ハラスメントと一般的社会規範(各 86.5%)，経理処理 (83.8%)，金銭的不
正 (75.7%)，暴力行為 (73.0%)の順に高かった(図 1-3)。 ドーピングに
ついては 59.5%の団体が諸規程・ガイドラインにおいて言及していると回答
していた。その値を組織種別でみると， NFの90.9%，都道府県体育協会の
81.8%が，策定した規程やガイドラインでドーピングについて触れていると
回答したが，市区町村体育協会においてドーピングについて触れているのは
25.0%にとどまった。
策定した規程 ・ガイ ドラインの対象となるのは主に各団体の役員 ・職員で
あり (94.6%)，指導者や競技者，大会関係者については 5割以下にとどまっ
た (図 1-4)。
策定した規程やガイドラインを関係者に周知する方法として最も採られて
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図1-3 規程やガイドラインの内容 (複数回答)
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図 1-4 規程やガイドラインの対象 (複数回答)
いる方法は対象者への配布であった (66.7%)。また 38.5%の団体がホーム
ページ上で情報を提供していると回答した (図ト5)。
図 1-1では半数以上の団体が規程やガイドラインを策定していないことを
確認したが，その理由を図 1-6に示した。規程やガイドラインを策定してい
ない理由としては 「余裕がなL、」が34.8%で最も高かったが. 3割を超える
団体が 「積極的意見が出なし、」を. 2割を超える団体が 「必要性を感じなL、」
をその理由としていた (図 1-6)。この値を表 lに示した組織種別で算出し
たところ，法人格を有する市町村体育協会(表 lの④， ここでの分析対象団
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対象者配布
希望者配布
参加者配布
掲示
ホームページ
特になし
その他
66.7 
38.5 
o 10 20 30 40 50 60 70 80 
図 1-5 規約やガイドラインの周知方法 (複数回答)
意見まとまらず
方法わからない
積極的意見なし
余俗なし
必要性なし
運営に悪影響
その他
34.8 
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図1-6 規程やガイドラインを策定しない理由(複数回答)
(%) 
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体数は 76)のうち 32.9%が 「余裕がなL、」を， 31.6%が 「積極的意見が出な
いJや 「必要性を感じなL、」をあげていた。また JPC加盟競技団体(同②)
ならびに日本 ・都道府県中体連(同⑥)は分析対象団体数が少ない(各9団
体)ものの， I余裕がない」や「積極的意見が出なし、」が50%前後を占め，
規程やガイドラインを策定していない主たる理由としてあがった。
b) 倫理委員会の設置
各団体における倫理委員会の設置状況については， I常設委員会を設置」
している団体の割合が 12.2%，I必要に応じて設置」するが 7.9%，計画中が
12.7%であり， 60.8%の団体が設置していなかった(図 1-7)。設置した年度に
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上位団体に準ずる， 0.5% 
計画中， 12.7%
無回答，5.8% 常設している，
12.2% 
図 1-7 倫理委員会の設置状況
ついては，やはり平成 16年度(17.4%)と平成24年度 (21.7%)が多かった。
組織種別でみると次のパターンに大別できる。第一に過半数の組織が常設
委員会を設置していたり，あるいは必要に応じて設置することになっており，
また 20%あまりの組織が倫理委員会の設置を計画中であるパターンであり，
中央競技団体(表 lの②) と都道府県体育協会 (同①)がこのパターンに該
当する。もう一つが，倫理委員会を設置していない組織が過半数を超えるパ
ターンであり，JPC加盟競技団体 (同③)，市町村体育協会 (同④).都道
府県高体連 (同⑤)，都道府県中体連 (同⑥)，都道府県高野連 (同⑦)があ
てはまる。
c) 予防対策
倫理的問題や金銭問題について何らかの予防対策の取り組みを行っている
組織は 38.7%であり，行っていない組織が45.7%.計画中が 11.3%であった
(図1-8)。組織種別でみると 2つのパターンに分けることができる。まずは
過半数の組織が何らかの予防対策の取り組みを行っているパターンであり，
中央競技団体 (表 lの②).都道府県体育協会 (同①)，都道府県高体連 (同
⑤)，都道府県高野連 (同⑦)があてはまる。次に過半数の組織が何らかの
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無回答， 4.3% 
計画中， 11.3% 
取り組んでいない，
45.7% 
図1-8 予防対策の取り組み状況
暴 力 65. 
セクノ、ラ 44.4 
ドー ピング
人間関係
経理処理 54.2 
金銭的不正
人事選考
社会規範
その他 (%) 。 10 20 30 40 50 60 70 
図1-9 予防対策の内容 (複数回答)
取り組みを行っていないパターンであり， JPC加盟競技団体(同③)，市町
村体育協会(同④)，都道府県中体連(同⑥)が該当する。
予防対策の対象となるのは暴力行為 (65.3%)，経理処理 (54.2%)， ドー
ピング (51.4%)であり，その他セクシュアル ・ハラスメントや適切な人間
関係，金銭的不正行為，一般的社会規範などについての取り組みが4割を超
えた(図 1-9)。予防対策の具体的な方法としては，主として 「研修会を開
催J(62.5%)， I大会や行事の参加者への指導J(61.1%)， I方針を規則など
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規則に明記
参加者指導
研修会開催
教材開発
資料の作成
機関 誌
アンケー卜
窓口 ・電話
専門担当者
外部委託
その他。
2.2 
15.3 
10 20 30 40 50 
図 1-10 予防対策の方法 (複数回答)
60 
61.1 
62.5 
70 
(%) 
に明示J(52.8%)などが採られていたが， I教材の開発J(12.5%)， I資料の
作成J(9.7%)， I相談窓口 ・電話の設置J(8.3%)などの取り組みは低調で
あった (図1-10)。
d) 処理規程などの策定
各団体の管理する範囲で実際に問題が起こってしまった場合に，そうした
問題を適切に処理するための規程の有無については， Iある」と答えた団体
が20.2%，IなL、」が59.0%，I計画中」が 13.8%であった (図 1-11)。組織
種別でみると，中央競技団体 (表 lの②) では処理規程が 「ある」組織
(55.0%)と 「計画中」である組織 (30.0%)に分かれた。また都道府県体育
協会 (同①)では 「あるJ(23.8%)と 「なLリ (38.l%)，I計画中J(33.3%) 
に分散し，その他の組織種別では60%以上の組織が規程を持たないと回答
した。
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無回答， 1.6% 
計画中， 13.8% 
ある， 20.2% 
ない， 59.0% 
図 1-11 処理規程などの有無
(2) 分析2: 2007年調査と 2013年調査結果の比較
ここでは 2007年と 20日年の両調査に回答した組織だけを分析対象とし，
両調査期間にわたる各組織の取り組みの変化を経年的に把握する。両調査に
回答した組織は 62団体であり，その内訳は①NF12団体， ②都道府県体育
協会 14団体， ④市区町村体育協会36団体であった。
a) 規程やガイドラインの策定について
2007年から 2013年にかけて規程やガイドラインを策定していない団体は
44団体 (7l.0%)から 29団体 (46.8%)へと大幅に減った。一方で，策定
している団体が 3団体増加し，さらに計画中と回答した団体が3団体 (4.8
%)から 15団体 (24.2%)へと大幅に増加している(図 2-1)。
規程やガイドラインを策定している団体の割合を団体種別でみたところ
(図 2-2)，NFでは 8団体から 7団体へと減少していた。この内訳は， 2007 
年に規程やガイドラインを策定していたものの 2013年にはその見直しを行っ
ているためカウントされなくなった団体が 2団体あり， 20日年度に新たに
作成した団体が l団体であった。市町村体育協会では 3団体 (8.3%)から 6
団体 06.7%)へと倍増したが，割合自体は 2割に満たず低調であった。
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図2-1 規程やガイドラインの有無 (2007/2013比較)
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.2007年調査・2013年調査
図2-2 団体種別でみた規程やガイドラインを持つ組織の割合 (2007/2013比較)
策定した規程やガイドラインの内容に関して大きな変化があったのは，暴
力 (60.0→83.3%)，セクハラ (60.0→100.0%)，経理処理 (66.7→100.0%)，
金銭的不正 (60.0→88.9%)であり，こうした変化は近年の日本のスポーツ
界における出来事を反映していると思われる(図 2-3)。
策定した規程やガイドラインの周知方法については， 2013年調査では競技
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図 2-3 規程やガイドラインの内容 (2007/2013比較)
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図2-4 規程やガイドラインの周知方法 (2007/2013比較)
者や指導者など規程やガイドラインの対象者への配布，あるいは研修会など
の参加者への配布が大幅に増えておりへ 冊子などの印刷物が対象者の手元
まで届くようになったことがわかる(図 2-4)。
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規程やガイドラインを策定しない理由 (2007/2013比較)図2-5
規程やガイドラインを策定しない理由については， r積極的意見がない」
や 「方法がわからが減少した一方で， r意見がまとまらないJ(2.3→6.7%) 
なL、J(15.9%→20.0%)， r余裕がなL、J(27.3→30.0%)がそれぞれわずかな
スポーツ界における倫理的問題が社会の注(図2-5)。がらも増加している
目を受けたことによって組織内で検討が始まったものの，組織としての意思
統一や具体的な対策をとるに至らなかったり，法人格の変更に追われ倫理的
な問題への取り組みが後回しにされている現状がある と思われる。また依然
これらの団体はとして 6団体 (20.0%)が 「必要性がなL、」と回答したが，
いずれも市町村体育協会であった。
倫理委員会の設置
?? ?
倫理委員会を常設する団体は 2007年から 2013年にかけて 6団体 (9.7%)
また設置を計画中と回
54.1% 答した団体も 4団体 (6.5%)から 10団体(16.4%)へと増加 したが，
(図 2-6)。から 1団体(18.0%)へと増加している
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図2-6 倫理委員会の設置状況 (2007/2013比較)
にあたる 33団体が未だに，倫理的問題を扱う専門委員会を設置せずにいる。
c) 予防対策
倫理的問題に対して何らかの予防対策を採っている団体は 10団体 06.1
%)から 29団体 (47.5%)へと大幅に増加しており，ほぼ半数の団体が何
らの対策を取り始めている。また計画中の団体も 4団体 (6.5%)から 9団
体 04.8%)へと増加している(図 2-7)。
2007年調査
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(%) 
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・取り組んでいる ・取り組んでいない .計画中
図2-7 予防対策の取り組み状況 (2007/2013比較)
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予防対策の具体的内容として唯一減少しているのはドーピングであり
(70.0%→55.2%)暴力やセクハラ，社会規範をはじめとして経理処理や金銭
さまざまな事柄について取り組みが行われ始めている (図2-8)。的不正など，
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予防対策の方法としては.I研修会の開催」が2007年から引き続き高い割
合 (72.4%)であった(図2-9)。また競技規則などに明記したり，競技会な
どの参加者への直接指導が行われるようになったことがわかる。また割合こ
そ高くないが，教材を開発したり，窓口や電話相談を付け付ける，あるいは
こうした問題の専門担当者を採用するなどの取り組みも始まっている。
d) 処理規程などの策定
何らかの不祥事が起こった場合に，団体がそれに適切に対処するための処
理規程をもっ団体の数に変化はなかったが，処理規程の策定を計画中の団体
が4団体 (6.5%)から 13団体 (21.3%)へと増加している(図 2-10)。 し
かしながら，未だに半数以上の団体がこうした処理規程を整備しておらず，
その割合は都道府県体育協会で30.8%.市町村体育協会で75.0%であった。
2007年調査 1.6 
20日年調査 1.6 
o 20 40 60 80 10 
・ある ・ない・計画中 国無回答 (%) 
図2-10 処理規程などの有無 (2007/2013比較)
4.考察
(1 ) 全体的な取り組みへの評価
2007年と 2013年の調査結果を比べたところ，倫理委員会を設置したり防
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止対策の取り組みを始めている組織の割合は増加していた。また「規穂やガ
イドラインの策定J1"倫理委員会の設置J1"防止対策の取り組みJ1"処理規程
の策定」のいずれにおいても，それらの整備に向けた計画が始まっている傾
向も確認できた。こうした動向は，暴力，ハラスメント，金銭の不適切な処
理などをめぐる日本のスポーツ界の昨今の不祥事に少なからずの影響を受け
ていると思われる。そのような影響がマスコミ報道や世論などとい勺た外か
らの圧力によるものであるとすると，外圧が-E!.落ち着いてしまえば対策に
向けた計画はお座なりにされる可能性が高L、。したがって今後も，そうした
計画が具体性のある制度として成立するか否か，各組織の動きを追っていく
必要があるだろう。
他方， 1"規程やガイドラインの策定J1"倫理委員会の設置J1"防止対策の取
り組みJ1"処理規程の策定」のいずれにおいても対策を採っていない組織が
依然として5割前後あることも判明した。この割合は，例えば日本の 647大
学を対象とし 369大学から田容を得た調査の以下のような結果と比べるた非
常に高いと言わざるを得ない。
-セクシュアル・ハラスメント (SH)防止のための具体的な取り組みを
している大学は 89.7%
・ガイドラインを作っている大学は72.3%
.規程や内規を作っている大学は 69.6%
・防止対策委員会などの組織を作っている大学は 84.7% (木村ら， 2004) 
スポーツ統括組織が各スポーツ種目や地域を統轄するという公共性の高い
団体であり，その多くは法人格を持つ団体であることぞ考えると，スポーツ
統括組織における諸々の倫理的な問題に対する取り組み状況には改善の余地
が大きく残されているといえる。
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(2) 市町村体育協会の取り組みへの評価
スポーツ統括組織の倫理的問題に対する取り組み状況を組織種別でみると，
中央競技団体や都道府県体育協会の取り組みは，例えば過半数の組織が常設
委員会を設置したり何らかの予防対策の取り組みを行っており，相対的に進
んでいると評価できる。他方，市区町村体育協会や]PC加盟競技団体の倫
理的問題に対する取り組みは概して低調であった。そしてとれらの組織では，
規程やガイドラインを策定していない理由として「余裕がなし、」や「積極的
意見が出なL、」があがっており，さらに市町村体育協会ではここに「必要性
を感じなL、」という理由も加わっていた。ここでは，市町村レベルの体育協
会におけるこうした問題に関する一連の取り組みの必要性について考えてみ
fこL、。
2012年秋から 2013年の年明けにかけて社会問題化した，日本のスポーツ
指導に伴う暴力問題を受けて，公益財団法人日本オリンピック委員会は
2013年3月に指導者の暴力やハラスメントをはじめとする不当行為に関す
る相談窓口を開設した。しかしその窓口を利用できる対象は I]OCが認定
するオリンピック強化指定選手，委嘱する強化スタッフ， ]OCと]OC加盟
国体の役職員および，これらのいずれかに該当した者」に限られており，オ
リンピック強化指定選手あるいは強化スタッフに達しないレベルの競技者や
指導者はこの相談窓口の対象外となる。また日本スポーツ法学会は 2013年
2月23日より，競技レベルを問わずに受け付ける，高校運動部における指
導者からの暴力に関する相談窓口を開設した。との窓口は， 2014年8月よ
り一般社団法人日本スポーツ法支援・研究センターに引き継がれている。
以上のように，指導に関わる様々な問題を訴える窓口が開設され始めては
いるが，現実的な問題として，こうした全国規模の相談窓口において日本全
国で生じる個々の問題の相談を受け付け，さらには個別の案件に対して具体
的な対処策をとることには困難が伴う。したがって，中高生の運動部活動な
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ど安含め日々の地域レベルのスポーツ活動で生じている倫理的問題は，まず
は地域レベルの組織において解決を試み，その解決が困難な場合にはより広
域の組織，さらには全国規模の組織で対処していくことが理想的だと思われ
る。
このように考えると， 日本各地で生じているスポーツ指導に伴う個々の不
正行為に対処する組織としてまず期待されるのは市町村体育協会，あるいは
市町村の競技団体となる。したがって，たとえ規模の小さな，法人格を持た
ない市町村の体育協会であっても，倫理的問題に関する取り組みをすること
は必要なのである。スポーツ指導に関わる倫理的問題に関して市町村体育協
会は現場に一番近い地域の統括組織としての役割を持っており，その役割に
応じた取り組み内容を精査し，規程やガイドライン，倫理委員会の設置や啓
発活動などを展開することが求められる。
他方で， 2007年と 2013年の変化を検討した結果からは，各組織において
倫理的問題に取り組む余裕がない状況が続いていることがわかる(岡 2-5)。
法人格を取得していなかったり，あるいは職員が数名という地域のスポーツ
統括組織の現状を考えれば，いつ起こるかわからない問題に対して積極的に
取り組む余裕がないという意見も理解できる。したがって，各組織の様々な
負担を極力増やさず， しかし全体としての取り組みを進める方策が求められ
るだろう。ここでは深く立ち入らないが，園内すべての都道府県体育協会が
公益財団法人格を取得している現状を鑑みれば，都道府県体育協会がイニシ
アチブを取り，スポーツ指導に伴う倫理問題に対処するネットワークシステ
ムを作り，そこに各市町村体育協会や競技団体が加わり共同していくという
方法が考えられる。
(3) 規程やガイドラインの内容についての評価
図1-4からは，規程やガイドラインの対象が役職員に偏りがちであり，指
導者や競技者を対象としている組織は半数に満たないことを読み取れる。こ
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の背景には，例えば都道府県や市町村などの体育協会には競技者や指導者が
登録していない場合があるといった理由があると思われる。しかしだからと
いって，こうした組織と競技者や指導者との接点がないわけではなL、。例え
ば都道府県体育協会が主催あるいは共催する競技会が開かれれば，そこには
指導者とともに競技者が参加することになり，その競技会内で生じた事案に
対しては主催あるいは共催の都道府県体育協会が責任を持って対処すること
になる。またそこでの競技に審判は欠かせないだろうし，観戦する保護者や
観客などの言動も考慮しなければならない。つまり現時点で規程やガイドラ
インを整備している場合でも，それらの対象に関しては今後より包括的なも
のになり，同時に規程やガイドライン自体はその対象ごとに細分化していく
必要があるだろう。
もう一点，市町村体育協会の評価の部分で説明したことと関わっているが，
例えばスポーツ統括組織の規模を市町村，都道府県，全国レベルで分けたと
すると，倫理的問題に対する各レベルの組織の役割は異なるはずであり，規
程やガイドライン，あるいはとるべき予防対策や問題が起こってしまった場
合の処理規程の内容も異なって然るべきである。今後は組織の規模やスポー
ツ活動の現場との距離などによってスポーツ統括組織の役割を整理し，かっ
各レベルで連携を図れるかたちで各種の取り組みを展開することが望まれる
だろう。
5.今後の課題
最後に，今後このテーマに関する調査研究を実施する際の課題を二点あげ
ておきたい。第一に，こうした調査安継続して実施し，スポーツ統括組織そ
いわば監視し続けることが大切である。スポーツ統括組織のガバナンス体制
の構築には「監視Jが必要であり(高峰， 2014)，本稿のような調査研究自
体がその役割を果たすことになる。このことと関わって第二に，今後スポー
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ツ統括組織に対する調査を行うに際しでは，財政規模，事業内容，競技者や
指導者の登録人数あるいは職員数など，組織規模を示す項目についても情報
を収集，あるいは調査項目に含める必要がある。これによって組織の規模や
性質別の分析が可能になり，最終的にはそうした組織の条件に合った取り組
み策を検討することができるようになるだろう。
《注》
1) 本稿では「スポーツ統括組織」を，競技ルールの管理，市町村・都道府県・全
国規模の競技会の企画運営，競技者や指導者の登録管理などを主たる業務とする
スポーツ組織とする。具体的な種別は表 lに示したとおりである。
2) 2013年調査の回収率は 2007年調査のそれから約 20%減っている。この背景
には， 2007年調査では対象になかった公益財団法人日本ノfラリンピック委員会
加盟競技団体や全国の高等学校体育連盟，中学校体育連盟，高等学校野球連盟に
おける回収率がいずれも低かったこと，公益法人制度改革における新制度への申
請作業で各組織が多忙だったこと，そして大阪市立高校の部員自殺事件と女子柔
道日本代表選手団の指導者暴行事件を受けて，いくつかの機関から本調査と同様
の調査が行われたこと，などがあると恩われる。
3) I規程やガイドラインの周知方法」については， 2007年調査では「全競技者へ
配布JI会指導者へ配布」たいう項目安使ったが， 2013年調査では「規程やガイ
ドラインの対象者へ配布」に変更した。図 2-4では， 2013年調査の「対象者へ
配布」の値61.7%を， 2007年調査の「全競技者へ配布」と「全指導者へ配布」
の両方に該当させた。
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